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瀬戸内 トラストニュース 
 

第６3号 ２０１５年 11 月 

環瀬戸内海会議事務局 700-0973 岡山市北区下中野 318－114 松本方 ℡＆fax 086-243-2927 

辺野古用土砂搬出反対署名 ５２，４２９人 
 西日本各地からの辺野古埋立て用土砂

採取に反対して設立された｢辺野古土砂搬

出反対全国協議会｣（現在、１３団体が参

加）は 10 月 15 日、全国から寄せられた

52,429 人の署名を安倍首相あてに第一回

目提出を行ないました。 

 これに先立ち、協議会は防衛・環境両省

に、辺野古埋立て用土砂採取は、搬出・搬

入双方の環境破壊と訴え、採取計画の撤回

を求めました。 

 また、採石業を所管する経済産業省に対

し、採石法が昭和 25 年制定以来、何ら見

直されず、環境に配慮する条項もないこと

を訴え、法の見直しを求め、公開質問状を

提出しました。 

 辺野古埋め立て土砂採取を絶対にさせ

ない！  引き続き、辺野古用土砂搬出計画

撤回を求める署名を進めます！ 

第三次集約は２０１６年３月末です。 
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2015.10.16 

沖縄タイムス１面  

伊方原発再稼働 知事同意を許すな！ 

愛媛県知事は 10 月 26 日、再稼働に同意した。福島は未だ収束せず、原因も究明されていない。
伊方では避難計画も確立されていない。「絶対安全ではない」としながら、それでも再稼働を認める
など、許されない暴挙だ！ＳＴＯＰ！伊方原発再稼働！ （再稼働への茶番劇は９頁をご覧下さい） 

 

11，29(日) 

伊方原発を再稼働させない！

高松大行動 
14：00 高松市琴電瓦町駅前 
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辺野古埋め立て用土砂搬出許さない 
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沖縄県議会議員の訪問を受けて 

辺野古土砂搬出反対全国協議会、これまでの動き 

環瀬戸内海会議共同代表 阿部 悦子 

 

11 月４日、沖縄県与党会派の県議４人が、視察

のために松山に来られた際に、「渡部伸二と市民の

広場」に立ち寄られ、交流の時間を取ってくださ

った。崎山し幸、仲村未央、奥平一夫、赤嶺昇議

員である。「土砂搬出地の運動が、沖縄の人々を励

ましていることへのお礼を言いたい」といわれて

の訪問である（下写真）。私は９月に沖縄を訪ねた

ときに、与党会派の皆さんが主催して、「西日本か

らの土砂搬出反対運動」の報告をさせて頂いたの

だが、その時にお世話になった方々だ。 

 

 ５月に奄美大島で、全国連絡協議会が発足した

ときに、初めて会った仲村未央議員が中心になり

生物多様性の観点から、６月に制定、11 月１日に

施行された「沖縄県土砂規制条例」についての報

告もしてくださった。 

 思えば、2013 年に姫路で行われた環瀬戸内海会

議の第 24 回総会で、辺野古に瀬戸内の土砂を運

ぶことへの反対を表明し、その年末には、仲井真・

前沖縄県知事、防衛省、環境省に申し入れを行っ

た。翌年は相次ぐ沖縄の選挙で、「新基地を許さな

いオール沖縄の民意」が明らかになった。そして、

今年になって、「自然と環境を守る奄美会議」とつ

ながり、その後、熊本県天草、長崎県五島ともつ

ながった。それまで活動があった北九州市では「門

司の環境を考える会」が中心になって福岡県での

広報活動が盛んに行われた。環瀬戸内海会議は９

月 20 日に「小豆島環境と健康を考える会」との

共催で、採取現地の見学、そして学習会を行い、

香川県の連絡会が出来るきっかけともなった。そ

の後、広島県、山口県でも全国協議会についての

「報告会」が行われ、瀬戸内での運動の広がりも

実現された。 

 このような中、10 月３日の長崎市での「第２回

総会」、12 団体が全国連絡協議会への参加を表明、

７団体が参加して行われた。この総会では、事務

局体制が整うと共に、向井宏さんが「環境から辺

野古を考える」講演を、湯浅一郎さんが「沖縄の

基地問題から辺野古を考える」講演を行ない、同

時に 10 月 15 日の、署名提出行動が提起された。 

そして、ついに 10月 15日、全国連絡協議会は、

各地から集まった仲間とともに内閣総理大臣宛に、

「搬出反対」の署名５２，４２９筆を提出した。 

 この間、辺野古では、工事を一時中断しての国

と沖縄県協議においても、国は沖縄の民意を理解

しようとはせず、工事を強行する暴挙に出た。こ

れに対して、翁長知事は沖縄の圧倒的な民意の結

集を背景に、仲井真前知事の埋立承認を取り消す

に及ぶが、本来市民が権力に対し行使するはずの

防衛省は「行政不服審査請求」を乱用して、国土

交通省に改めて工事の代執行を認めさせた。そし

て、今日も辺野古ゲート前では他県の機動隊を駆

り出し沖縄住民に暴力でもって対峙しているのだ。 

この一連の国の非民主的、非人道的、国家集権

的で悪辣な行為は、戦中戦後、そして今までこの

国の「踏み石」にされてきた沖縄を、この国がさ

らに蹂躙するものであって、とうてい許すわけに

はいかない。さらに辺野古新基地の埋め立ては、

私たち西日本の住民の住む故郷を、さらに破壊に

さらすことになる。 

私たちは、この理不尽な国のやり方に対して、

今後とも各地が、沖縄の人々とも力を合わせて、

智恵を絞り闘っていく覚悟を、さらに固めなけれ

ばならない。 
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下の写真は 10月 3日開催された 

辺野古土砂搬出反対全国連絡協議会 

第２回総会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採取地とされる熊本県天草・御所浦島は、「一

億年の大地の記録」を残す天草ジオパークの一

部。「恐竜の島」とも呼ばれ、国内でも数少ない

恐竜化石の宝庫とされている。 

2015.10.4 長崎新聞 
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2015 年 10 月 15 日 

環境大臣 丸川 珠代 殿 

 

沖縄・辺野古新基地建設のための埋め立て用土砂の 

西日本各地からの採取・購入計画に関する要請書 

 

辺野古埋め立て土砂搬出反対全国連絡協議会 

共同代表 大津幸夫（自然と文化を守る奄美会議、鹿児島県奄美市） 

阿部悦子（環瀬戸内海会議、愛媛県松山市） 

 参加団体１３団体 

 

私たちは、西日本各地で辺野古新基地建設のため

の埋め立て用土砂として、既存採石場を経営する採

石業者から購入・調達するとされる計画の中止を求

めて活動する団体・個人が連携・協力するために、

２０１５年５月３１日、採取候補地の一つである奄

美に集い設立した団体である。現在までに、鹿児島

県、熊本県、長崎県、福岡県、山口県、香川県など

の市民団体が参加している。 

この間、各地で採石に伴う山、川、海の環境汚染

の実態調査を行うとともに、採取計画の撤回を求め

る署名活動(添付資料)を進め、９月末現在、約５万

筆が寄せられ、このほど内閣総理大臣に提出する運

びとなっています。 

私たちは、以下の理由により辺野古埋め立て用土

砂採取計画に対し、環境基本法や生物多様性基本法

を所掌し、日本に定着させる責務を負っている環境

省として、毅然とした姿勢で臨むよう強く求めるも

のであります。 

１ 大量の土砂採取は、持ち出される側にとって地

域の山・川・海など環境や景観の破壊は避けられ

ません。しかも既存採石場は、その大半が自然公

園法に基づく国立公園に隣接している、あるいは

世界遺産条約の自然遺産登録を準備している地域

であり、本来守られるべき自然環境や景観を毀損

するものであります。 

  しかも、搬出時の採石の海水による洗浄、ある

いは降雨による細粒の海への流出・海底への堆積

は、周辺海域の環境を大きく損なっています。 

２ 大量の土砂搬入は、辺野古と大浦湾の海を回復

不可能なまでに破壊することであり、それに加担

するべきではありません。 

３ 辺野古・大浦湾は、戦後人為的に改変されてき

た沖縄の海岸（その人工海岸化は全国でも群を抜

くと言われる）にあって、原状が維持され、環境

省においても絶滅危惧種ⅠA 類（CR）にリストア

ップされるジュゴンの棲息も確認され（北限のジ

ュゴン）、その生物多様性が国際的にも認められて

いるかけがえのない希尐な海域です。その海を埋

め立ててしまうことは、ジュゴンの生息域を奪っ

てしまうだけでなく、本来推進すべき立場にある

政府、とりわけ環境省が、「生物多様性国家戦略」

(２０１２年閣議決定)や「海洋生物多様性保全戦

略」(２０１１年環境省)に逆行する行為を行うこ

とになり、絶対に認めるわけにはいきません。 

４．さらに、同海域は、２０１０年名古屋市で開催

された生物多様性条約締約国会議（ＣＯＰ１０）

で決まった海洋保護区選定に向けての重要海域候

補の一つであり、防衛・安全保障政策のために、

国際的な誓約を無視する行為を政府自らが行うべ

きではありません。環境省は、一刻も早く、辺野

古・大浦湾を含めた海洋保護区選定に向けての重

要海域を決定し、公表すべきであります。 

５ 温帯域の大量の土砂を亜熱帯域の海に搬入する

ことは、外来種の移動・侵入を伴う恐れがあり、

ひいては沖縄地方全体の生態系をかく乱する可能

性があります。これは、生物多様性国家戦略にお

いて定義される生物多様性の４つの危機の第３項

目「外来種など人間により持ち込まれたものによ
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る危機」に該当します。この怖れに対応するため

に、厳格な環境影響評価が必要なはずであるが、

現時点で、環境影響評価がどのような枠組みで実

行されるのか、全く明らかにされていません。 

私たちには、沖縄県民の声を無視し辺野古新基

地建設をしゃにむに進めようとする防衛省沖縄防

衛局の姿勢は、むしろ環境影響評価を逃れようと

しているとしか見えません。そして環境省も、防

衛省の姿勢に目を閉ざしているとしか見えません。 

６ 辺野古新基地建設は、単なる普天間基地の代替

施設ではなく、岩国基地に見られるような大型港

湾を有する軍事空港として海空両用の最先端の基

地機能を有する軍事基地へと増強するものであり、

沖縄の負担軽減という建前からはあってはならな

い計画です。翁長沖縄県知事を先頭に圧倒的な沖

縄県民の声を無視して、強引に進めることがあっ

てはなりません。 

７ 土砂を提供する側に位置づけられる私たちは、

＜一粒たりとも故郷の土を戦争に使わせない！＞  

との強い思いを共有しています。 

 

その上で、以下、具体的な項目につき要望します。 

１）2010年、名古屋での生物多様性条約締約国会議

（COP10）で確認され、2020 年までに海洋保護区

を海域の 10％にするために、重要海域の選定が進

められてきていますが、辺野古及び大浦湾は、沖

縄県におけるもっとも重要な候補の一つと目され

ていると聞きます。その事実関係を明らかにして

ください。また、そもそも重要海域は、2014年度

に決定するとの予定でしたが、未だに公表されな

い理由は何か説明してください。 

２）辺野古の海を埋めることが、生物多様性基本法、

生物多様性国家戦略に照らしての矛盾につき、環

境省としてどうとらえ、それにどう臨もうとして

いるのか明らかにしてください。 

３）辺野古の埋め立て予定地では、生物調査をする

たびに、新種が発見されることが相次いでいます

が、これらの事実は、防衛省の環境影響評価書に

は含まれておらず、調査をやり直すべきであると

考えますが、この点に対する環境省としての見解

は？ 

４）仮に西日本各地から、岩ズリをもちだすことに

なった場合、採取に伴う環境影響、及び持ち出す

岩ズリの生物調査などを行うのは、現在の制度か

らいえば、事業者である防衛省であると考えます

が、この点につきどう認識されていますか。 

５）採石地の周辺では、奄美に典型的に見られるよ

うに採石に伴い発生する土砂や微粒子が付近の海

に流入し、海がにごり、土砂が海底に堆積し、海

洋生態系を大きく改変する状態が放置されていま

す。この現状について、環境省としてどのように

認識し、その対策はどうあるべきであると考えて

いますか。 

６）「採石業の発達を図ること」を目的として 1950

年に制定された採石法は、1970 年代以降、整備さ

れてきた環境保全のための条項が皆無で、環境汚

染問題が全く考慮されていません。上記５）のよ

うな現状を打開するためにも、環境基本法、生物

多様性基本法等の観点から採石法を根本的に見直

すべきと考えますが、そのような意思と準備はお

ありでしょうか。 

 上記につき、文書での回答を求めます。 

                 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 10 月 15 日は、近藤昭一衆院議員（民主・愛知）のご足労で、防衛・環境・経済産業の各省担当に

衆院第二議員会館に一堂に会してもらい、各省担当との政府交渉を実現した。防衛省が議員会館に出

向き市民の要望に応答するのは極めて異例と聞いた。 

交渉に先立ち事前に、防衛大臣に対する同様の要請書、採石業を所管する経済産業大臣に対する「採

石法に関する公開質問状」を提出しており、それに対する回答を求め、さらに質疑を行なう形式で行

われた。限られた時間での応答であり、防衛省は来年度の採石搬入予算の計上などに言葉を濁し、充

分な回答を得られたとは言えず、さらに要請、質疑を繰り返していく必要がある。 
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  東京都  

辺野古・大浦湾は海洋保護区に！ 

西日本からの岩ズリ搬出は許さない！ 
― 辺野古全国協 防衛、環境、経産各省へ初申しいれ ― 

                        環瀬戸内海会議副代表 湯浅 一郎 

 

 

10 月 15 日午後、沖縄等米軍基地問題議員懇談

会会長の近藤昭一衆議院議員（民主党、愛知）を

紹介議員として、衆議院第二議員会館地下１Ｆ第

４会議室で３省への要請行動を行った。防衛省と

環境・経済産業省の２つに分け、各 40 分で、現

地からの思いを伝えること、同時に重要な論点の

やり取りの両方をめざした。全体の進行を阿部共

同代表が行い、冒頭、近藤議員から挨拶のあと、

事前に送付していた要請書を大津、阿部共同代表

より手渡した。その後、奄美(大津)、五島(歌野)、

門司(八記)、小豆島(松本)と各現地の状況や熱意を

伝える素晴らしい発言を各２分で行った。 

防衛省は提供施設官付が答弁した。埋め立てを

前提としながら、生態系も含めて環境への影響を

最小限にするべく「環境改善を図るために、適切

に措置する」とした。日本国内でジュゴンが確認

されている唯一に近い辺野古沖、調べるたびに新

種が発見される大浦湾と、世界的にも希尐な場を

埋めておいて、環境改善などあり得ない。埋めて

しまえば、その場は絶対的に損失する。自然は縫

い目のない織物（シームレス）である。どこか鍵

になる場を奪えば予想もしない別の形で大きな影

響をもたらすもの。その本質を全く無視した答え

に強い憤りを覚えた。 

土砂の環境影響調査に関しては、防衛局として

は、「市場にあるものを購入する」ので調査を行う

べき立場にはない。ただし、埋め立て承認の留意

事項に外来生物の持ち込みの確認があるので、そ

れを業者に実施するよう依頼する。沖縄県の条例

にのっとり対応していくと答えた。 

 環境省は、鳥居自然環境計画課長が、３２０海

域につき重要海域と定め、検討している。海洋保

護区は、その中から選ぶが、辺野古がどうなるか

は現段階では分からないとした。生物多様性に富

む辺野古の海の特別な意味に関する要請項目２）

への答えはなかった。また３）に関連して影響調

査の後に新種が見つかっても、現在のアセス法で

は追加調査をせねばならない規定はないとした。

この現状は不十分で、改善せねばならないとのコ

メントもなく、やる気の無さが目立った。 

経済産業省は、長谷採石対策官が、公開質問状

に答えた。採石法は「採石事業の健全な発展」を

目的とする。事業に伴う海や山の環境汚染問題は、

「環境保全に関する施策の法令」の網がかかるこ

とで担保されていると考えているとした。奄美の

大津氏を初め、両省に「それでは、現地の視察に

来てほしい」とくり返し要請したが、明確な回答

はなかった。 

生物多様性国家戦略がないがしろにされている

現状や、縦割り行政により責任の所在が不明確に

なっている等が浮き彫りになった。いずれにせよ、

埋め立て用土砂の持ち出しに伴う自然破壊に対し、

各省庁は自分の問題であるとの責任感に欠けてい

る現状がわかった。辺野古の埋め立て予定地は一

刻も早く海洋保護区に指定すべきであり、埋め立

て用土砂を西日本各地から持ち出すことは止めて

ほしいとの声をより大きなものにせねばならない

と痛感させられた。 

15.10.15 三省へ要請書提出 
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愛媛県松山市 

茶番に終わった地元の理解「劇」 

＝ 伊方原発の再稼働同意 
小倉 正（原発さよなら四国ネットワーク） 

 

 10 月９日に、愛媛県内外から集まった 56 本の

反対請願の声も、朝から駆けつけた反対派の市民

100 名余りの声も聞かず、愛媛県議会が伊方原発

の「再稼働容認決議」を上げました。これを最後

の関門として、林経産大臣の伊方町訪問を機に伊

方町長(10月 23日)と中村愛媛県知事(10月 26日)

が再稼働に同意し、7 地元の理解「劇」が一段落

しました。規制委員会の審査書が確定した７月 15

日以降の動きは性急で、正当なプロセスではあり

ませんでした。この「伊方方式」について紹介し

ます｡ 

✦ 地元の理解「劇」はどのように進んだか？ 

伊方原発周辺の 30 キロ圏（3.11 後に避難計画

を作らされた、いわゆるＵＰＺ圏＝緊急防護措置

区域）内には７つの自治体があります。 

 10 キロ圏内に入っており、以前から四電、県と

独自の協定を結ぶ八幡浜市の例があり、知事は「周

辺」自治体の意向を聞くと明言していました。 

 しかし、焦点の八幡浜市の大城市長が９月２日、

知事に再稼働了承を表明し、他の周辺５市町は再

稼働について意思は表明せず、10 月５日、各々の

要望を県知事に伝える形で矛を収めました。 

 30 キロ圏内の自治体の内､脱原発首長会議会員

である西予市と宇和島市の市長も将来の脱原発､

１号機の廃炉などを要望として伝えただけで｢再

稼働の是非｣を語りませんでした。 

八幡浜市長の判断の元とされたのが、市議と行

政に近い団体の長だけを集め、（八幡浜市では８

月５,６日、他５市町では８月 19,20 日、２ヶ所で

まとめて）性急に行われた形ばかりの｢住民｣説明

会と、その結果行われた参加者アンケートです。 

 かつてプルサーマル導入のおりに佐賀県知事が

指令して大々的に批判された「ヤラセ討論会」よ

りもはるかに「ヤラセ」度の高い住民説明会でし

た。これらは昨年、６回開催されその度に数百人

の住民が参加した川内原発の住民説明会の教訓を

宇和島などでは住民団体が踏まえ、｢混乱｣を再現

させないように企画されたもので、伊方方式の最

大の特徴でした。 

宇和島などでは住民団体が、「もっと反対の意

見の住民は多い」と、無作為アンケートの数字を

発表しています。立地町の伊方町でも市民団体側

のハガキアンケートによれば反対は５０％を超え

ています。そもそも今年３月の愛媛新聞の県民世

論調査によれば、県民の９割が安全性に不安を持

ち、７割が再稼働反対だと分かっています。 

反対の世論を押し切って中村愛媛県知事が再稼

動に同意するまでには、首相自らが政府の責任を

明言することが必要、特に新たな賠償についての

保証などを求めるのではと、日経新聞は予想して

いました。しかし 10 月６日に開催された国の原子

力防災会議の場で、安倍首相は国の責任を明言し、

知事はそれを高く評価したとしました。中身は

元々法律で決まっている内容をリップサービスで

言ったものに過ぎません。地元財界の人たちも拍

子抜けしたことでしょう。 

✦ 今後の運動について 

自治体自身が責任を負っているため今回の地元

の理解「劇｣からは外された避難計画の問題が、県

民には最大の心配事でしょう。今後は避難計画の

問題を中心課題としていくことになります。八幡

浜では 12 月 2 日までの日程で、大城市長の決め方

に異議を唱える住民投票条例制定の署名運動が始

まり佳境に入っています。そして一過性の抗議だ

けに終わらせず、11 月 29 日、30 日の対四電高松

大行動を行ないます。是非ご参加下さい。 

11 月１日，松山市で開催のＳＴＯP 伊方原発再稼働！全国

集会には、4,000 人が集いました。愛媛新聞 15.11.2 付（16

頁）に取り上げられています。ご覧下さい。（編集部） 

 

11，29(日) 伊方原発を再稼働させない！ 

高 松 大 行 動  
14：00 高松市琴電瓦町駅前 
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新瀬戸内法の成立を巡って 
若槻 武行（環瀬戸幹事、食と農・環境フリーライター） 

 

「瀬戸内海環境保全特別措置法(瀬戸内法)」の

「一部改正案」が自民・公明・民主・維新の 4 党

の議員連盟の議員立法として、2015 年通常国会の

参議院に上程され、可決・成立した。「安保=戦争

法案」で大揺れの直後の 9 月 25 日、全会一致で

決まり、今国会の最後の法律となった。 

 

 
新瀬戸内法を全会一致で可決した 9月 11日の 

参議院環境委員会（提供：水岡議員事務所） 

 

✰ 瀬戸内法改正の署名 10 万筆の提出まで 

環瀬戸は 1990 年代から、瀬戸内法(旧法)が果た

した役割と限界を調査・検証してきた。①浅場（大

半が藻場・干潟）の埋め立て、②産廃の持ち込み・

埋め立て、③海砂採取の 3 つが瀬戸内海の環境を

大きく破壊し、漁獲高を急激に減尐させているこ

とだった。そこで市民立法として瀬戸内法改正法

案をまとめ、「海を埋め立てないで」をスローガン

に、①埋立ての全面禁止、②産廃の持込みを止め、

③海砂採取の全面禁止を明記させる法改正の署名

活動を始めた。 

そして 2014 年 3～5 月、国会請願署名 10 万筆

を衆参両院議長に提出した。 

署名提出は江田三郎議員ら瀬戸内圏域選出か、

関係が深い超党派の議員に持ちかけたが、自民党

の政調は埋立てなどの「全面禁止」の表現に難色

を示し、野党系議員を通じて提出した。江田氏以

外の協力議員は民主党の玉木・辻元・菅・福山・

津村、共産の仁比、社民の吉田の各氏だった。提

出と合わせて、この問題について国会議員会館で

の「院内学習会」開催も提案し、準備に入った。 

首都圏では瀬戸内法の勉強会を開いて、法改正

の運動、特に国会ロビー活動を首都圏会員が積極

的に担うことを確認した。 

 

✰ 漁協らの要望と自公与党の旧改訂案 

法改正要求運動の準備が進む一方で、実は別の

「瀬戸内法改正」の動きが起きていた。瀬戸内府

県の漁協(ＪＦ)10 団体は、すでに 13 年 11 月に「瀬

戸内海を豊かな海として再生するための法整備に

向けた要望書」をまとめ、府県や国や国会議員に

働きかけた。自公両党はこの要望と自治体の決議

を受け、改訂案（旧案）を立案。昨 14 年 6 月、

終盤の通常国会の参議院に議員立法として提出し

た。そこには看過できない次の重大な問題があり、

緊急に国会ロビー活動を進めることになる。 

①旧法成立後、干潟や藻場など浅場の埋立ての

検証がないこと。②「富栄養化防止」の条項を全

面削除したこと。③「貧酸素海域(水塊)」の原因

や対策がないこと。④「海を豊かにするため」の

「事業」が、新たな埋立てや人工干潟造成に繋が

る恐れがあること。⑤関係府県では灘・湾ごとに

関係者で構成する「協議会」を開き、意見を聞く

とあるが、その関係者が不明確であることだった。 

ちなみに、これまで人工の藻場・干潟造成は全

て失敗し、むしろ環境破壊を招いている。 

 

✰ 臨時国会解散で自公旧案は廃案に 

旧案は 14年通常国会の参議院に上程されたが、

閉会となり、旧案は継続審議となっていた。我々

は直ちに反対理由と修正案をまとめ、9 月に臨時

国会開催と同時に、衆参環境委の議員を中心に国

会ロビー活動を展開した。 

民主党では、衆参環境委理事の近藤・水岡議員

が中心になり、環境部門会議を開催して、我々の

主張の大部分を党の方針に採用した。 

この間、面談した議員は、衆参の環境委員など

次の議員。民主の近藤・水岡・長浜・吉田、共産

の市田、その他野党・無所属の小沢・亀井・上野・
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桜内・山口の各氏だった。 

しかし、この臨時国会でも一度も審議されるこ

とはなく、11 月に安倍総理の突然の解散で、「旧

案」は廃案となってしまう。 

その後、今 15 年通常国会で自公両党は、民主・

維新に対し、新たな議員連盟結成と野党見解に配

慮した法案作りを提案。民主党は水岡俊一議員が

党内外と意見調整を重ね、四党の「新改正案」が

まとまり、議員立法として参議院に提出された。 

 

✰ 評価もできるが不満も残る新改正案 

四党の議連でまとめた「新改正案」は、次の点

で改善が見られた。①「富栄養化」条項全面削除

の撤回、②「貧酸素水塊」を条文に初めて明記し

たこと、③「生物多様性の確保」の文言を入れ配

慮したこと、④各府県の湾灘協議会で「幅広く住

民の意見を求める」としたこと、⑤「事業」の偏

重が緩和したことなど。 

ただ、その内容が曖昧で、次のような問題点が

ある。①自公旧案同様、旧法成立後の埋立てと、

赤潮・富栄養化の原因の検証が不十分で、赤潮の

下では「貧酸素海域」ができているが、その改善

策が具体的でないこと。②豊かな海の「再生・創

出の事業」の内容が不明で、新たな埋立てに繋が

ることへの規制が明確ではないこと。③「事業」

がこれまでの「人工干潟造成」等では膨大な浪費

でしかないこと。潮流など自然の力を無視した事

業は成功するはずもない。④「事業」と言うなら、

各地の未利用遊休埋立て地の「磯浜・干潟の復元」

を明記すべきこと。⑤埋立てによる浅瀬の喪失、

海砂採取が、生物の産卵や生息域を壊し、赤潮と

貧酸素海域を生み、「生物多様性」を奪った分析が

ないこと、⑥各府県の湾灘協議会の構成員に「環

境 NGO の参加」を明記してよいのではないか。 

埋立て等の環境破壊、鉄鋼スラグの海への投棄

を阻止できる協議会であることが望まれる。 

 

✰ 質問や付帯決議の内容に期待 

衆参の環境委員会審議の質問には、参議院では

市田忠義議員(共産)、水野賢一議員(無)、衆議院で

は島津幸広議員（共産）、玉城デニー議員(生活)が

立った。特に埋立て問題に関し、未利用の遊休埋

立て地の多さと広大さを指摘し、国土省・環境省

が把握していない点、新たな埋立ての抑制、有害

な鉄鋼スラグなどの「海への利用｣について、環境

省や国交省に厳しく質し、それが議事録に残った

点は大きい。 

衆院環境委では、①無駄な予算のバラ播きの抑

制、②瀬戸内法、生物多様性の総括と調査・研究、

③「未利用埋立て地や既存施設の活用を、新たな

埋立てに優先させる」とした付帯決議行なったが、

これには田島一成理事(民主)の尽力があった（田

島氏は新法とセットで衆院先議の議員立法「琵琶

湖環境保全法」の成立に尽力した）。 

瀬戸内法改正法に、5 年ごとの見直しが明記さ

れている。今後は現場で、①有害鉄鋼スラグの海

への利用などの警戒を強化、②遊休埋立地の広さ

や今後の計画についての調査、③磯浜・干潟・藻

場などでの生物の多様性等の観察・調査、④自治

体が開く湾灘ごとの協議会への参加を求める自治

体交渉。これらの活動を通じ、法案のさらなる修

正を求めて、運動することになるだろう。 

 ◈◈◈ 参考資料 ◈◈◈ 

瀬戸内海環境保全特別措置法の 

一部を改正する法案に対する付帯決議 

政府は、本法の施行にあたり、次の事項に

ついて適切な措置を講ずべきである 

一、改正後の本法第四条の第二項の規定に基づ

き地方公共団体に対して行う財政的措置を

伴う援助については法の趣旨を十分に踏ま

え、その必要性、効率性、有効性等を事前に

十分精査したうえで行なうこと。 

二、瀬戸内海における水質、底質、生態系、及

び水産資源の状況についてのこれまでの推

移と現状を総括し、その要因に関する共通理

解を得るための調査研究を進めるとともに、

基本理念に掲げられた生物多様性の確保等

を適切に行うために必要な施策についての

調査研究及びその結果に基づいた具体的施

策を推進すること。 

三、瀬戸内海の埋め立て後長期間にわたって利

用されていない未利用地について、現状把握

のための調査を速やかに実施するとともに、

埋め立てを厳に抑制すべきものとした従来

の方針に鑑み、未利用地や既存施設の活用が

新たな埋め立てに優先して行われることと

なるよう、地方公共団体に対し、情報提供等

必要な措置を講ずること。 
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海砂採取跡 １６年経過するも 元に戻らず 
 

 昨年８月、本紙 59

号で、広島県が 14 年

度より三年計画で、海

砂採取跡調査を開始し

たことをお伝えした。 

 広島県は 1998 年度

末、県内全域の海砂採

取を禁止し、それから

16 年、昨年の調査結果

概要が明らかになった。 

 瀬戸内海は約一万年

前、｢縄文海進｣で陸か

ら海へ変貌し、ほぼ今

日の形になったという。 

 何十万年、何百万年

の長きにわたる自然の

営為で生み出された海

砂、人は戦後のわずか

数十年で壊した。 

容易く元に戻るわけ

がないことをあらため

て肝に銘じよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

中国新聞 15.7.16 
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 愛媛県西予市  

廃棄物処理施設、計画の地元周知と同意は？ 
末田 一秀（はんげんぱつ新聞編集委員） 

 

◆三瓶の産廃焼却炉は 

環瀬戸の今年度総会を開催した愛媛県西予市三

瓶の産廃焼却炉については、炉の能力が過尐申請

されて許可を得ており、ダイオキシン類の適用さ

れる基準も間違っているとして、産廃処理業の許

可に対して行政不服審査請求が出されていました。

現在の制度では行政の処分に対して 60 日以内に

行政不服審査請求しなければならないことになっ

ており（来年度からは3か月）、施設許可（H25.2.15）

が出された段階では気が付かなかった問題である

ため、業許可（H26.12.25）に対する不服審査と

して出されたのでした。 

この弱点を埋めるため住民側は、今年 4 月から

施行された改正行政手続法第 36 条の 3 の申し出

も行いました。これは、国民が法律違反をしてい

る事実を発見した場合、行政に対し是正のための

処分等を求めることができるというもので、産廃

処理施設の許可自体を取り消すよう求めています。 

ところが、愛媛県は、8 月 28 日に行政不服審査

請求を棄却する裁決を下しました。業の許可の判

断をするにあたって施設の許可が出ていたのだか

ら問題はないという論理で、施設の能力の是非に

踏み込まない形式的な判断でした。一方、行政手

続法の申し出に対しては、法的に回答が義務付け

られていないため、無視を決め込んでいます。自

ら間違いを正すことができない愛媛県当局の態度

は糾弾されてしかるべきです。住民側は環境省に

再審査請求して粘り強く闘っており、当該産廃炉

は月に数日しか稼働していないのです。 

 

◆計画の地元周知など条例に基づくルールを 

三瓶住民が産廃施設の設置を知ったのは施設許

可が出されたというマスコミ報道だったのです。

所在地が郷内地区であることから、愛媛県の産業

廃棄物適正処理指導要綱に基づき郷内地区の同意

を得て施設許可が出されています。しかし、廃棄

物処理法を旧厚生省が所管していた時代

（H9.12.26）に「周辺地域に居住する者等の同意

を事実上の許可要件とする等の法に定められた規

制を越える要綱等による運用については、必要な

見直しを行うこと」という通知が出されており、

そもそも愛媛県は同意を必要とする要綱を放置し

て、問題を招いたことになります。 

住民の側から見れば同意が義務付けられている

方が、阻止できるのでベターのようにも思われま

す。しかし、同意書が金で左右され、必ずしも地

域の民意に沿ったものにならなかったことも事実

です。 

愛知、大阪、福岡など 10 数県では、要綱を廃

止するとともに条例を制定して説明会の開催等を

義務付けました。事業者は、反対の意見があって

も、説明会など一定の手続きを踏めば許可申請に

進めるので、住民側にとっては両刃の刃ですが、

議論の中で問題が明らかになれば、事業計画の初

期段階なので修正できると期待した制度になって

います。 

愛媛県にこのような条例があれば、三瓶のよう

に、周辺住民が知らない間に施設許可が出ていた

ということはなかったはずです。阿部悦子さんの

県議会最後の委員会質問に、県当局は「条例制定

について検討する」と答弁しましたが、この約束

も果たされていません。 

三瓶の産廃焼却施設（操業試験中） 14.5.15撮影 
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 兵庫県豊岡市  

住民合意なく強行される北但ごみ焼却施設建設 
 北但行政事務組合による坊岡のごみ焼却施設建設

計画は、神戸地裁で計画取消を求める住民訴訟が係

争中。しかし工事が強行されている。 

 事務組合加盟の１市２町のごみ焼却量は、減量へ

の市民の努力と人口減尐で、日量平均 100ｔ程度に

減っている。しかし、02 年の計画処理能力では日量

236ｔ、さらなる変更後も 142ｔと過大である。 

しかも契約が前代未聞、最低価格を事前公表した

入札で、タクマが「172 億 6100 万円にたった１円上乗

せ｣で落札、しかも建設費も 20 年間の運営費も１市

２町が保障するというのだ。しかし、その契約資料

の詳細は｢黒塗り｣、市町議員にも非公開なのだ。 

環境を大事にする住民はごみ焼却施設に合意したことはない 

原告陳述 津禰鹿 知己 

私は豊岡市竹野町坊岡に家族三人で暮らしている。 

坊岡が北但ごみ焼却施設の候補地となっているこ

とを平成 20（2008）年２月 17 日の区の集会で突然

知らされ、私はごみ焼却施設の知識もなく環境の変

化に不安を抱いた程度の認識だった。出席した区民

の大半の人も同じような雰囲気だった。その集会の

まとめは、①現道路の拡張による進入路反対、②木

谷口の進入路反対、③その後の協議には協力、の三

点だった。 

 同年３月 16 日に森本福祉センターで事業説明会

があり、坊岡副区長が「協力の可否ではなく交渉の

テーブルに着くということか」と質問、北但行政事

務組合医職員が「その理解で結構」と回答、私はす

ぐに結論を出さず、理解を深めることと了解した。 

 ４月 23 日組合の選定委員会が｢進入路は木谷口と

決めた」と知らされ、私はこれで森本坊岡地区は候

補地から外れたと思った。ところが、翌 24 日付の

新聞は「森本坊岡地区が最終候補地に決定」「いずれ

の区も受け入れに同意」と報道、住民の意思に関係

なく進められていると不安と疑念を強くした。 

 この時から坊岡地区の自然環境と暮らしの悪化に

危機感を持った女性や若者たちが中心になって反対

運動が起き、「坊岡住民の暮らしと命を守る会」が結

成された。周辺地区でも「御叉暮らしと命を守る会」

「竹野浜住民の暮らしと命を守る会」が作られ、隣

接の林区は絶対反対を表明した。 

 ８月 20 日区長が賛否を採決する全体集会を知ら

せてきたので、私は三分の二多数決を要求、区の女

性たちはごみ問題に一番関心のある女性の参加を要

求した。しかしいずれも拒否され、賛成多数と強引

に決めている。その後、女性たちは兵庫県に男女共

同参画に関する申し出を行ない、県は申し出の主旨

を汲んだ助言書を交付したが、是正されていない。 

 このような住民無視の計画に対し、私たちは竹野

浜住民を通信に土地山林を守るための立木トラスト

を実施し、三回の反対署名運動で一度は竹野住民過

半数に達し、減量・資源化等ごみ処理の原点を学ぶ

ため上勝町等の視察や講演会などに取り組んだ。平

成 23 年には竹野町全域の有志によって、ごみのバ

イオマス処理を目指す｢アイルの会｣が結成され、協

力して毎月水質や大気の調査を行なっている。 

 ごみ焼却処理施設による大気汚染や生活環境の悪

化は避けられず、都市計画法が良好な都市環境を求

めている以上、厳格な法規制を要望する。 

(15.10.1 神戸地裁第 13 回口頭弁論原告陳述要旨） 

建設を強行 15.10.4 現地・坊岡住民撮影 

北但ごみ処理施設事業認定取消請求 

第１４回口頭弁論 

 2015年 12月 24日（木）13：15～ 

 神戸地裁  （最終弁論の予定） 
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 愛媛県宇和島市  

住民合意なく 四国遍路道を壊し 

広域組合がごみ焼却施設建設強行 
環瀬戸事務局長 松本宣崇 

 

 兵庫県豊岡市坊岡と同様、宇和島市でも宇和島

地区広域組合（以下、広域組合）によるごみ焼却

施設建設が強行されている。 

 私たち環瀬戸は、予定地・宇和島市祝森住民の

反対の思いを共有し、立木トラストでともに闘っ

てきた。あろうことか、広域組合は 2013年 10月

28日、反対住民が借地・耕作する予定地内畑地と

その樹木の明け渡しを請求して裁判に訴え出た。

昨年 3月 13日の第一回口頭弁論から早や 10回を

数える法廷に、「被告」として足を運んできだ。 

 法廷では、私たちは①ごみ焼却施設計画は事前

説明も不十分であり、住民合意手続きの瑕疵があ

ること、②地権者と広域組合との土地売買は耕作

者に告知・協議なく信義則に反すること、③予定

地には四国四県が世界遺産登録を目指す四国遍路

道が隣接し、施設建設は遍路道と、同条約が求め

る緩衝帯の破壊であると主張してきた。 

 加えて、土地収用法では、収用対象の金銭的補

償額を提示し、その妥当性を協議か、収用委員会

裁決で補償額を決定するが、この明け渡し請求で

は全く提示されていない。ここにも、広域組合の

住民に対する傲慢さが垣間見える。 

 そして、現地では施設建設に向け用地造成工事

が突貫で強行されているのだ。遍路道をダンプが

爆走し、周辺の畑地は、造成のためブロック壁が

造られ、その中には盛り土が持ち込まれ、予定地

内を流れる小河川は三面コンクリート化、遍路道

の一部には白いガードレール設置と、もはや遍路 

道の古来の景観は失われてしまった。 

 奇しくも 5月、四国遍路道は平成 22（2008）年、

文化審議会で｢準備を進めるべきもの｣と認められ、

文化庁が今年度より新規事業として進める｢日本

遺産｣（申請83件中18件認定）の一つに認定され、

他の認定地では「世界遺産登録へ弾みがつく」と

までされている。世界遺産を目指す提案自治体に

名を連ねる宇和島市はじめ広域組合の一市三町が、

すでに世界遺産登録対象を毀しているのだ。こん

なことが許されて良いはずがない。 

 

 
左側が造成工事現場、右側に遍路道が沿う 15.10.6 
 

 
明渡請求地を残し造成工事を強行 15.10.6 

 

遍路道にガードレールとは？ 15.10.6 
 

 

遍
路
道 

明渡被請求地 

遍 

路 

道 

宇和島祝森ごみ焼却施設反対 

立木トラスト明渡被請求 

第 12回口頭弁論（判決言い渡し見込み） 

 2016 年１月 19 日(木）13：10～ 

 松山地裁宇和島支部(宇和島市） 

遍
路
道 
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☀ ☀ ☀ ☀ ☀ 

各地からのご案内 
☀ ☀ ☀ ☀ ☀ 

✰11 月 8 日（日）  

播磨灘を守る会第 44 回総会・

学習会  13：00 網干市民

センター（姫路市） 

✰11月 19日(木) 

講演会「伊方・岩国・辺野古三

つの現地と安保法制」 

18：30 コムズ松山会議室２ 

✰11 月 29（日）～30（月） 

伊方原発を再稼働させない！ 

高松大行動  

14：00 高松市琴電瓦町駅 

問合せ さよなら原発四国ネット 

✰12 月５日（土）  

自然と環境を守る会交流会 

海・山・川・いのちをどう守る 

 13：00 法政大学市ヶ谷キャ

ンパス外濠校舎 S３０６教室  

主催 自然と環境を守る交流会実行

委員会 法政大学人間環境学部 

問合せ 中山敏則  047-472-5324 

✰12 月 24 日（木）  

豊岡ごみ焼却施設事業認定取消

請求 第 14 回口頭弁論 

13：15 神戸地裁 

✰2016年1 月１9 日（火）  

宇和島立木トラスト被明渡請求 

第 12 回口頭弁論(判決予定) 

13：10 松山地裁宇和島支部  

 

すでに納入頂いた方にも振込用紙を同封して

いますが、環瀬戸の活動は、主に年会費とカンパ

で賄われていることにご理解のうえ、 

カンパにご協力をお願いいたします。 

 

 

伊方原発再稼働「ノー！」 

全国から4000人 松山に集う！ 

 
2015.11.2 愛媛新聞 

2015 年度会費納入のお願い 
年会費(一口) 個人 4,000 円 団体

10,000 円 

―― 何 口 で も 可 ―― 

   財政が逼迫しています。カンパ熱烈大歓迎！！ 

瀬戸内トラストニュース 第６３号  2015年 11 月 10日発行 ／ 発行責任者 松本宣崇 
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会費等振込先 ゆうちょ銀行 口座№ 01600‐5‐44750 名義 環瀬戸内海会議 
銀行口座からのお振込は、ゆうちょ銀行 169店 当座 0044750 カンセトナイカイカイギ まで 
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